
埼医業Ⅱ第１７１６号 

令和７年１０月１７日 
郡 市 ・ 大 学 医 師 会 長  殿 
（地域包括ケアシステム担当理事） 

 
埼玉県医師会長  金 井 忠 男 

（担当常任理事  鹿 嶋 広 久） 

（公印省略） 
 

かかりつけ医機能報告制度について（依頼） 

 
 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼

申し上げます。 
 さて、標記の件について、埼玉県保健医療部長から別添（写）のとおり通知がありま

した。 

 本件については、令和７年１０月２日（木）開催の本会理事会にて、県保健医療政策

課並びに医療整備課から説明があったところですが、今後のスケジュールについての通

知がございましたので、貴会におかれましても、本制度について改めてご了知いただき、

会員への周知方にご高配くださいますようお願い申し上げます。 
なお、本会では、本制度に関して令和７年９月１１日（木）に研修会を実施し、研修

会動画のオンデマンド配信を下記の通り配信中となっております【令和７年９月２６日付 
埼医業Ⅱ第 1564 号】ので、併せて貴会会員へご案内くださいますようお願いいたします。 
 

記 
 
【『「かかりつけ医機能報告制度」にかかる研修会』オンデマンド配信】 

※日医生涯教育講座には該当しません。 
 

配信期間：令和７年９月２６日（金）から令和８年３月３１日（火）まで 
オンデマンド動画公開ページＵＲＬ： 

 https://medical-meeting.jp/sma202509-0911/ 
 

※ 右の２次元コードからもアクセス可能です。 

※ 閲覧にはパスワードが必要です。パスワード：「houkoku911」 

 

 

担当：埼玉県医師会 業務Ⅱ担当（関谷） 

T E L：０４８－８２４－２６１１ 

F A X：０４８－８２２－８５１５ 

MAIL：sekiya@office.saitama.med.or.jp 

https://medical-meeting.jp/sma202509-0911/
mailto:sekiya@office.saitama.med.or.jp


 

保政第７０８－１号  

令和７年１０月１日  

一般社団法人埼玉県医師会長 金井 忠男 様 

 

埼玉県保健医療部長 縄田 敬子 

（公 印 省 略） 

 

かかりつけ医機能報告制度について（依頼） 

 

本県の保健医療行政の推進については、日頃格別の御協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

令和５年５月に、「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険

法等の一部を改正する法律（令和５年法律第 31 号）」が成立・公布され、同法において、

医療法が改正され、かかりつけ医機能が発揮される制度整備が行われたところです。 

これにより、令和７年４月から「かかりつけ医機能報告制度」が開始され、令和８年１

月から、対象医療機関にはかかりつけ医機能の報告をお願いすることとなります。 

つきましては、貴会会員あて、下記について周知をお願いたします。 

 

記 

１ 制度の目的 

かかりつけ医機能報告は、地域において必要とされるかかりつけ医機能の充実強化を

図り、国民の医療機関の選択に資する情報を提供することを通じて、国民・患者にとって

医療サービスの向上につなげることを目指すものです。 

 

２ 制度の概要 

慢性疾患を有する高齢者その他の継続的に医療を必要とする者を地域で支えるために

必要なかかりつけ医機能について、対象医療機関は都道府県知事に対し報告を行います。 

報告を受けた都道府県知事は、外来医療に関する地域の関係者との協議の場に報告す

るとともに、地域で必要なかかりつけ医機能を確保するための具体的方策を検討し、協議

結果を公表します。 

 

３ 対象医療機関 

  特定機能病院及び歯科医療機関を除く、病院及び診療所 

 

４ 報告方法 

  医療機能情報提供制度に基づく報告と同時期に、医療機関等情報支援システム（以下

「G-MIS」という。）により行うものとします。 

   

㊢



５ 報告時期 

    毎年１月～３月 

 

６ 今後のスケジュール（予定） 

・令和７年１２月下旬～令和８年１月初旬 医療機関への定期報告依頼 

 ・令和８年１月～３月    医療機関による定期報告 

 ・令和８年５月    報告内容の公表 

 ・令和８年７月以降    協議の場の開催 

県への報告につきまして、国からマニュアル等の発出が予定されております。  

 

７ 添付資料 

  別添 かかりつけ医機能報告制度周知リーフレット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          ＜制度全般、協議の場に関すること＞ 

担 当 保健医療政策課 企画・構想担当 井桁・和田 

電 話 ０４８－８３０－３５２６ 

E-mail a3510-13@pref.saitama.lg.jp 

          ＜G-MIS 等による報告に関すること＞ 

担 当 医療整備課 医務・医療安全相談担当 大野・竹内 

電 話 ０４８－８３０－３５４２ 

E-mail a3530-01@pref.saitama.lg.jp 

 

mailto:a3510-13@pref.saitama.lg.jp
mailto:a3530-01@pref.saitama.lg.jp


 

保政第７０８－２号  

令和７年１０月１日  

各医療機関 管理者 様 

 

埼玉県保健医療部長 縄田 敬子 

（公 印 省 略） 

 

かかりつけ医機能報告制度について（通知） 

 

本県の保健医療行政の推進については、日頃格別の御協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

令和５年５月に、「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険

法等の一部を改正する法律（令和５年法律第 31 号）」が成立・公布され、同法において、

医療法が改正され、かかりつけ医機能が発揮される制度整備が行われたところです。 

これにより、令和７年４月から「かかりつけ医機能報告制度」が開始され、令和８年１

月から、対象医療機関にはかかりつけ医機能の報告をお願いすることとなります。 

つきましては、下記を御確認いただき、報告に御協力いただきますようお願いいたしま

す。 

記 

１ 制度の目的 

かかりつけ医機能報告は、地域において必要とされるかかりつけ医機能の充実強化を

図り、国民の医療機関の選択に資する情報を提供することを通じて、国民・患者にとって

医療サービスの向上につなげることを目指すものです。 

 

２ 制度の概要 

慢性疾患を有する高齢者その他の継続的に医療を必要とする者を地域で支えるために

必要なかかりつけ医機能について、対象医療機関は都道府県知事に対し報告を行います。 

報告を受けた都道府県知事は、外来医療に関する地域の関係者との協議の場に報告す

るとともに、地域で必要なかかりつけ医機能を確保するための具体的方策を検討し、協議

結果を公表します。 

 

３ 対象医療機関 

  特定機能病院及び歯科医療機関を除く、病院及び診療所 

 

４ 報告方法 

  医療機能情報提供制度に基づく報告と同時期に、医療機関等情報支援システム（以下

「G-MIS」という。）により行うものとします。 

   



５ 報告時期 

    毎年１月～３月 

 

６ 今後のスケジュール（予定） 

・令和７年１２月下旬～令和８年１月初旬 各医療機関への定期報告依頼 

 ・令和８年１月～３月    医療機関による定期報告 

 ・令和８年５月    報告内容の公表 

 ・令和８年７月以降    協議の場の開催 

県への報告につきまして、国からマニュアル等の発出が予定されております。  

 

７ 添付資料 

  別添 かかりつけ医機能報告制度周知リーフレット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          ＜制度全般、協議の場に関すること＞ 

担 当 保健医療政策課 企画・構想担当 井桁・和田 

電 話 ０４８－８３０－３５２６ 

E-mail a3510-13@pref.saitama.lg.jp 

          ＜G-MIS 等による報告に関すること＞ 

担 当 医療整備課 医務・医療安全相談担当 大野・竹内 

電 話 ０４８－８３０－３５４２ 

E-mail a3530-01@pref.saitama.lg.jp 

 

mailto:a3510-13@pref.saitama.lg.jp
mailto:a3530-01@pref.saitama.lg.jp


令和5年5月、「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律（令和5年法律第31号）」が
成立し 、かかりつけ医機能報告制度が創設された。（令和7年4月施行）

かかりつけ医機能報告制度について

複数の慢性疾患や医療と介護の複合ニーズを有することが多い高齢者の更なる増加と生産年齢人口の急減が見込まれる中、地域によって大
きく異なる人口構造の変化に対応して、「治す医療」から「治し、支える医療」を実現していくためには、これまでの地域医療構想や地域
包括ケアの取組に加え、かかりつけ医機能が発揮される制度整備を進める必要がある。



かかりつけ医機能報告制度について

報告事項具体的な機能
・「具体的な機能」を有すること及び「報告事項」について院内掲示していること ★
・かかりつけ医機能に関する研修の修了者・総合診療専門医の有無
・17の診療領域ごとの一次診療の対応可能の有無、いずれかの診療領域について一次診療を行うことができること
（一次診療を行うことができる疾患も報告する）★
・医療に関する患者からの相談に応じることができること ★

日常的な診療を総合的か
つ継続的に行う機能

１号機能

・自院又は他院連携による通常の診療時間外の診療体制の確保状況
・自院における時間外対応加算１〜４の届出状況、時間外加算、深夜加算、休日 加算の算定状況 等

（イ）通常の診療時間外
の診療

２号機能

・自院又は他院連携による後方支援病床の確保状況
・自院における入院時の情報共有の診療報酬項目の算定状況
・自院における地域の退院ルールや地域連携クリティカルパスへの参加状況
・自院における退院時の情報共有・共同指導の診療報酬項目の算定状況
・特定機能病院・地域医療支援病院・紹介受診重点医療機関から紹介状により紹介を受けた外来患者数 等

（ロ）入退院時の支援

・自院又は連携による在宅医療を提供する体制の確保状況
・自院における訪問診療・往診・訪問看護の診療報酬項目の算定状況
・自院における訪問看護指示料の算定状況
・自院における在宅看取りの診療報酬項目の算定状況 等

（ハ）在宅医療の提供

・介護サービス等の事業者と連携して医療を提供する体制の確保状況
・介護支援専門員や相談支援専門員への情報共有・指導の診療報酬項目の算定状況
・介護保険施設等における医療の提供状況（協力医療機関となっている施設の名称）
・地域の医療介護情報共有システムの参加・活用状況
・ＡＣＰ(人生会議)の実施状況 等

（ニ）介護サービス等と
連携した医療提供

※１号機能を有する（★の報告事項を「実施している（できる含む）」が該当）医療機関は、２号機能についても報告する必要がある

報告対象は、特定機能病院、歯科医療機関を除く病院及び診療所。
毎年１月１日時点の状況を原則、G-MISにより報告を行う。



令和７年10月中
各医療機関へ周知
制度の概要と医療機関向けチラシの
配布

10月中
埼玉県ホームページでの周知

12月下旬〜1月初旬
医療機関向け報告依頼

令和８年 1月〜3月
医療機関からの報告・内容確認

５月中
報告の集計及び公表

7月以降
協議の場での協議

かかりつけ医機能報告制度の当面のスケジュール

令和7年 1月 31日 かかりつけ医機能報告制度に係る自治体向け説明会資料 (第２回）

今後のスケジュール等


